
「荷主と運送事業者の協力による取引環境と長時間労働の改善に向けたガイドライン」について

 トラック運送事業における取引環境の改善及び長時間労働の抑制に取り組むため、厚生労働省、国土交通省、学識経験者、荷
主、トラック運送事業者等により構成される「トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会」を設置。

 荷待ち時間の削減や荷役作業の効率化など長時間労働の抑制を図るためのパイロット事業について、平成２８年度及び２９年
度の２か年度にわたって４７都道府県で１０２事業を実施。

 パイロット事業で得られた長時間労働改善等の知見をガイドラインとして取りまとめ。

 関係省庁と連携し、ガイドラインの横展開を図る。

【対応例１】 予約受付システムの導入

【対応例２】 パレット等の活用

【対応例３】 荷主からの入出荷情報等の事前提供

【対応例４】 幹線輸送部分と集荷配送部分の分離

【対応例５】 集荷先や配送先の集約

【対応例６】 運転以外の作業部分の分離

【対応例７】 出荷に合わせた生産・荷造り等

【対応例８】 荷主側の施設面の改善

【対応例９】 十分なリードタイムの確保による安定
した輸送の確保

【対応例１０】高速道路の利用

【対応例１１】混雑時を避けた配送

【対応例１２】発注量の平準化

【対応例１３】モーダルシフト

長時間労働改善等に向けた対応例

【ガイドラインのイメージ（予約受付システム導入の例】
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